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Ⅰ 建設工事紛争審査会の概要 

1  審査会の目的 

建設工事の請負契約をめぐる紛争の解決には、建設工事に関する技術、行政、商慣行など

の専門的知識が必要になることが少なくありません。 

建設工事紛争審査会は、こうした建設工事の請負契約をめぐる紛争につき、専門家による

迅速かつ簡便な解決を図ることを目的として、建設業法に基づき、新潟県をはじめ各都道府

県及び国土交通省に設置されています。 

審査会は、原則として当事者双方の主張・証拠に基づき、民事紛争の解決を行う準司法的

機関であって、建設業者を指導監督する機関や技術的鑑定を行う機関ではありません。 

2  審査会の委員 

審査会の委員は、弁護士を中心にした法律委員と、土木・建築の学識経験者や建設行政の

経験者などの専門委員から構成されており、専門的、かつ、公正・中立の立場で紛争の解決

に当たります。 

3  審査会の取り扱う事件 

審査会は、当事者の一方又は双方が建設業者である場合の紛争のうち工事の瑕疵（不具

合）、請負代金の未払いなどのような「工事請負契約」の解釈又は実施をめぐる紛争の処理を

行います。 

次のような紛争は、審査会では取扱いをしませんので、ご注意ください。 

① 不動産の売買に関する紛争（建売住宅をめぐる紛争） 

② もっぱら設計に関する紛争 

③ 請負人と工事現場近隣住民との間の紛争 

④ 直接契約関係にない元請・孫請間の紛争 

4  紛争処理の方法 

審査会は、「あっせん」、「調停」又は「仲裁」のいずれかの手続によって紛争の解決を図り

ます。 

申請の際、事件の性質、解決の難易、緊急性などから、あらかじめ、「あっせん」、「調停」

又は「仲裁」のそのいずれかを選択して申請することとなります。（ただし、「仲裁」の申請

をするには、当事者間に「仲裁合意」があることが必要です。） 

また、審査会の行う紛争処理の手続は、原則として非公開で行われます。 
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5  審査会の管轄 

(1) 新潟県建設工事紛争審査会 

① 当事者の一方のみが建設業者で、その者が新潟県知事の建設業許可を受けたもので 

ある場合 

② 当事者の双方が、新潟県知事の建設業許可を受けた建設業者である場合 

③ 当事者の双方が、建設業許可を受けた建設業者でなく、その紛争に係る建設工事の 

場所が新潟県内である場合 

(2) 中央建設工事紛争審査会 

① 当事者の一方又は双方が国土交通大臣の建設業許可を受けた建設業者である場合 

② 当事者の双方が建設業者で、建設業の許可をした都道府県知事が異なる場合 

(3) 新潟県以外の都道府県建設工事紛争審査会 

① 当事者の一方のみが建設業者で、その都道府県の知事の建設業許可を受けたもので 

ある場合 

② 当事者の双方が、その都道府県知事の建設業許可を受けた建設業者である場合 

③ 当事者の双方が、建設業許可を受けた建設業者でなく、その紛争に係る建設工事の現

場がその都道府県の区域内にある場合 

 

(4) 管轄合意 

上記（1）（2）（3）にかかわらず、当事者双方の合意により、いずれの審査会にも紛争

処理を申請することができます。 

〔例〕A 県知事の許可を受けた業者と B 県知事の許可を受けた業者との間の紛争につ

いては、管轄合意がなければ、建設業法の規定により中央審査会が管轄すること

になりますが、当事者双方が合意すれば、A 県審査会や B 県審査会などに紛争処

理を申請することができます。 
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（管轄合意書の例） 
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6  申請をされる方への留意事項 

紛争処理の申請をされる方は、あらかじめ次のことに留意してください。 

（1）あっせん、調停の申請の場合、被申請人が審査会の手続きに応じないときは手続が打ち 

切られることがあります。 

 

（2）申請手数料は、申請の取り下げ、手続の打ち切りなど、原則返還されません。 

 ただし、最初の期日の終了前に申請を取り下げた場合、口頭審理が開催されることなく

仲裁手続の終了決定があった場合は、納付した申請手数料の額（あっせん又は調停の打ち

切りの通知を受けた日から２週間以内に当該あっせん又は調停の目的となった事項につい

て仲裁の申請をした場合には、あっせん又は調停について納めた申請手数料の額を控除し

た残額）の２分の１が還付されます。 

 

（3）申請書を提出した後、申請者あてに、申請手数料等の納付書を郵送します。 

申請手数料が納付された後に申請書を受け付けることになりますので、納付書が郵送さ

れましたら、お早めに納入するようにお願いします。 

なお、お手数ですが、手数料を納入されましたら、納付書のコピーを審査会事務局あて

郵送くださいますようお願いします。 
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7  あっせん、調停、仲裁の違い 

 

※ 「審理回数」は、あくまでも目安ですので、事件の内容、争点の整理の度合い等の違

いにより回数が増減することがあります。 

※ 審査会への仲裁の申請には、仲裁法第 29 条第２項により時効中断効があります。あっせ

ん及び調停については、建設業法第 25 条の 16 により、打切通知到達後１ヶ月以内に訴えを

提起（仲裁申請を含む）した場合、あっせん又は調停の申請の時に時効が中断したものとみ

なされます。（改正民法（令和２年４月１日施行）において、時効の中断から時効の完成猶

予の制度に改められたことに伴い、上記についても、仲裁申請については「時効の完成猶予

及び更新」、あっせん及び調停の打切通知到達後１ヵ月以内の訴え提起については「時効の

完成猶予」に関する規定にそれぞれ改められました。） 
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8  仲 裁 合 意 

仲裁合意とは、紛争の解決を第三者の仲裁に委ね、裁判所への訴訟提起はしないことを約

する当事者間の契約です。 

したがって、審査会に仲裁を申請するには、当事者間に審査会の仲裁に付する旨の仲裁合意

があることが必要ですので、それを証するため、次のいずれかの書類を提出してください。 

① 請負契約締結の際に仲裁合意書又は工事請負契約約款により仲裁合意をした場合 

……………………………………………… 当該仲裁合意書又は工事請負契約約款 

※  仲裁法の施行（平成 16 年３月１日）後に消費者と事業者の間で締結されたもの

については、消費者に解除権が認められており（仲裁法附則第３条）、仲裁合意が

解除された場合には、仲裁判断が行われないまま手続が終了します。 

② 紛争が生じた後に当事者双方が仲裁を申請することに合意した場合 

……………………………………………… 次の記載例のような仲裁合意書 

（仲裁合意書の例） 
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Ⅱ 紛争処理手続の流れ 
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※ 仲裁法の施行（平成 16 年３月１日）後に締結された仲裁合意に基づいて事業者が消費者を被申請人として申  
 請書を提出した場合には、消費者に仲裁合意の解除権が認められており、その旨が併せて被申請人に通知され 
 ます。また、第１回口頭審理では、まず被申請人に対して解除権を放棄する意思があるかどうかの確認が行わ 
 れます（仲裁法附則第 3 条）。 
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Ⅲ 紛争処理に要する費用 

紛争処理の手続を行うには、以下のような費用が必要になりますが、原則として、両当事

者はそれぞれ各自の出費分を負担することになっています。 

「１ 申請手数料」及び「２ 通信運搬費」については、申請人あてに納付書を送付しますの

で、納付書が届きましたら早めに納入してください。 

1  申請手数料 

(1) 紛争処理を申請するときは、申請人は、申請手数料を納めなければなりません。申請手

数料の額は、「請求する事項の価額」（あっせん、調停又は仲裁を求める事項の価額）に応

じて定められています。 

 

(2) あっせん又は調停の打ち切りの通知を受けた日から２週間以内に当該あっせん又は調停

の目的となった事項について仲裁の申請をする場合には、当該あっせん又は調停について

納めた申請手数料の額を控除した残額を納めてください。 

 

(3) 申請後に請求内容を変更し、「請求する事項の価額」が増額になるときは、申請人は、 

増額後の「請求する事項の価額」に応じた手数料額と既に納付した手数料額との差額を追 

加納付することになります。 

 

(4) 申請手数料は、申請の取り下げ、手続の打ち切りなど、原則返還されません。ただし、

最初の期日の終了前に申請を取り下げた場合、口頭審理が開催されることなく仲裁手続の

終了決定があった場合は、納付した申請手数料の額（(2)の場合は、控除後の残額）の２

分の１が還付されます。 

 

2  通信運搬費 

(1) 審査会事務局が書類などを送付する費用として、申請人は、申請時に次の金額を予納 

しなければなりません。 

 

(2) 通信運搬費については、後日不足が生じそうになったときは、別途事務局から追加予 

納を請求します。また、紛争処理の終了後、精算を行い、剰余金があれば予納者に返還し

ます。 

 

3  書類、証拠等の作成費用 

審査会に提出する準備書面、見積書、鑑定書その他の書類及び証拠の作成に要する費

用は、それぞれの当事者が負担することになります。 

 

申 請 の 種 類 あ っ せ ん 調 停 仲 裁 

予 納 額 1 , 5 0 0 円 2 , 0 0 0 円 4 , 0 0 0 円 
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4  立入検査、証人尋問等の費用 
立入検査に要する旅費などの審査会経費、証人尋問の録音・反訳の費用などは、両当

事者の合意により双方が折半で負担するのが通例となっています。 

5  申請手数料の算出表 

あっせん 

 

調 停 

 

仲 裁 

 

※ 「請求する事項の価額」に 、1 万円未満の端数があるときは、切り上げて計算をします。 

〔計算例〕 7,505,000 円の請求をする場合 

あっせん…… 751 × 15 ＋10,500 ＝  21,765 円 

調 停…… 751 × 25 ＋23,500 ＝  42,275 円 

仲 裁…… 751 × 60 ＋60,000 ＝ 105,060 円 

※  請求する事項の価額を算定できないときは、その価額を 500 万円として申請手数料を計 

算します。 

 

請 求 す る 事 項 の 価 額 申 請 手 数 料 の 額 

1 0 0 万 円 ま で 1 0 , 0 0 0 円 

5 0 0 万 円 ま で 価 額 （ 1 万 円 単 位 ） × 2 0 円 ＋ 8 , 0 0 0 円 

2 , 5 0 0 万 円 ま で 価 額 （ 1 万 円 単 位 ） × 1 5 円 ＋ 1 0 , 5 0 0 円 

2 , 5 0 0 万 円 を 超 え る と き 価 額 （ 1 万 円 単 位 ） × 1 0 円 ＋ 2 3 , 0 0 0 円 

請 求 す る 事 項 の 価 額 申 請 手 数 料 の 額 

1 0 0 万 円 ま で 2 0 , 0 0 0 円 

5 0 0 万 円 ま で 価 額 （ 1 万 円 単 位 ） × 4 0 円 ＋ 1 6 , 0 0 0 円 

1 億 円 ま で 価 額 （ 1 万 円 単 位 ） × 2 5 円 ＋ 2 3 , 5 0 0 円 

1 億 円 を 超 え る と き 価 額 （ 1 万 円 単 位 ） × 1 5 円 ＋ 1 2 3 , 5 0 0 円 

請 求 す る 事 項 の 価 額 申 請 手 数 料 の 額 

1 0 0 万 円 ま で 5 0 , 0 0 0 円 

5 0 0 万 円 ま で 価 額 （ 1 万 円 単 位 ） × 1 0 0 円 ＋ 4 0 , 0 0 0 円 

1 億 円 ま で 価 額 （ 1 万 円 単 位 ） × 6 0 円 ＋ 6 0 , 0 0 0 円 

1 億 円 を 超 え る と き 価 額 （ 1 万 円 単 位 ） × 2 0 円 ＋ 4 6 0 , 0 0 0 円 
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Ⅳ 紛争処理の申請方法 

1  申請に必要な書類 

(1) 申請書 

  申請書は、申請書記載例の要領で作成し、提出してください。記載例の各項目は、建設  

  業法で決められたものですので、必ずこれに従って作成してください。 

 

(2) 添付書類 

次の場合は、それぞれの書類を必ず申請書（正本）に添付してください。 

① 登記事項証明書………………………………当事者が法人のとき 

 （履歴事項証明書、現在事項証明書、代表者事項証明書のいずれでも可です。） 

（申請人と被申請人の双方が法人のときは、双方の分が必要です。） 

（被申請人のものについても、最寄りの登記所等で手続できます。） 

（申請人が個人で、被申請人が法人のときも、被申請人のものが必要です。） 

② 本人からの委任状……………………………代理人を選任したとき 

③ 仲裁合意書……………………………………仲裁の申請をするとき 

④ 管轄合意書……………………………………合意によって管轄審査会を定めたとき 

(3) 証拠書類 

 契約書、注文書、請書、契約約款、設計図、建築確認通知書、現場写真、交渉経過メモ

などの証拠書類があるときは、その「写し」を必ず提出してください。 

 特に工事請負契約書は、最も基本的な証拠であり、請負契約に関する紛争であることを

証明するためにも必要ですので、必ず提出してください。 

(4) 提出部数 

 

（注）副本を作成するに際して、複製に多額の費用がかかる証拠書類（設計図等）につい

ては、審査会事務局と相談の上、提出部数を減らすことができます。 

詳しくは、審査会事務局までお問い合わせください。 

  

提 出 書 類 あ っ せ ん 調 停 ・ 仲 裁 

申 請 書 正 本 １ 部 、 副 本 ２ 部 正 本 １ 部 、 副 本 ４ 部 

添 付 書 類 正 本 １ 部 正 本 １ 部 

証 拠 書 類 正 本 １ 部 、 副 本 ２ 部 正 本 １ 部 、 副 本 ４ 部 
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2  申請手数料の納付 

(1) 紛争処理を申請するときは、申請手数料を納付しなければなりません。申請手数料の額

は、あっせん、調停、仲裁ごとに、「請求する事項の価額」に応じて定められています。10

ページの算出表により計算してください。 

(2) あっせん又は調停の打切りの通知を受けた日から２週間以内に当該あっせん又は調停の

目的となった事項について仲裁の申請をする場合には、当該あっせん又は調停について納

めた申請手数料の額を控除した残額を納めてください。 

(3) 申請手数料の納付方法については、申請人（又は代理人）に納付書を郵送いたしますの 

で、納付書により指定された期限までに納付してください。 

なお、納付期限は、２週間から１ヶ月程度の余裕をもって指定していますが、申請手数 

料が納付されませんと、申請書を受理いたしません（したがって、被申請人への通知等を 

行いません。）ので、納付書がお手元に届きましたら、できるだけ早く納付するようにして 

ください。 

 

3  申請手数料の還付 

次の場合に限り、納付された申請手数料の額（上記２（2）の場合には、あっせん又は調

停について納めた申請手数料の額を控除した残額）の２分の１を還付します。 

(1) 最初の期日の終了前に申請を取り下げた場合 

(2) 口頭審理が開催されることなく仲裁手続の終了決定があった場合 

これ以外の場合には、申請を取り下げたり、紛争処理をしないこととなったり、不調に

終わったとしても、申請手数料は返還されません。 

4  通信運搬費の予納 

(1) 審査会事務局が書類を送付するための費用として、９ページに定める額の通信運搬費を

納付していただきますが、納付方法については、申請手数料と同様に納付書を送付します

ので、これにより指定された期限までに納付してください。 

(2) 予納された通信運搬費は、紛争処理の終了後、精算を行います。 

5  申請書等の提出 

(1) 申請書などに不備があると申請を受理できない場合がありますので、できるだけ郵便で 

はなく、審査会事務局に持参して、直接提出してください。 

(2) 申請書の提出先は、次のとおりです。 

 
新潟県建設工事紛争審査会事務局 

〒950-8570 新潟県新潟市中央区新光町４－１ 

新潟県土木部監理課建設業室 

℡ 025-285-5511（代） 内線 3203 

 



- 13 - 

Ⅴ 申請書記載例 
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※ 申請書は、A4 版、横書き、左とじとしてください。 

提出部数については、11ページを参照してください。 
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【申請書作成上の注意】 

【注 1】 あっせん又は仲裁の場合は、それぞれ「あっせん申請書」、「仲裁申請書」と記載しま 

    す。 

 

【注 2】 申請書を実際に提出する年月日を記載します。 

 

【注 3】 事査会の表示 

① 審査会の管轄については、２ページを参照してください。 

② 都道府県事査会に申請するときは、「○○県（都道府）建設工事紛争審査会」と、中央建

設工事紛争審査会に申請するときは、「中央建設工事紛争審査会」と記載します。 

 

【注 4】 申請人の表示 

① 原則として、請負契約の名義人が申請人となります。 

② 申請人が個人の場合は、個人名を記載します。 

申請人が法人の場合は、法人名及び代表者の役職及び氏名を記載します。（契約名義が営

業所長等であっても、申請人は原則として法人及びその代表者となります。） 

③ 代理人が申請する場合は、その氏名を記載します。 

④ 申請人の親族の名義や、支店長など代表権のない人の名義で申請するときは、代理人と 

して記載します。 

（ただし、審査会は、弁護士でない者が代理人となることを認めないことがあります。） 

 

【注 5】 住所及び電話番号を必ず記載してください。 

 

【注 6】 許可行政庁の名称及び許可番号 

① 管轄審査会を確認する必要がありますので、申請人、被申請人の別を問わず、許可を受 

けている場合は必ず記載してください。 

② 許可番号等は、国土交通省の「建設業者・宅建業者等企業情報検索システム」

（https://etsuran2.mlit.go.jp/TAKKEN/）で検索するか、新潟県知事許可の業者である

場合は新潟県庁土木部監理課で建設業者が提出する建設業許可申請書類等を閲覧していま

すので、閲覧制度を利用して許可番号を確認してください。 

 

【注 7】 調停を求める事項 

① 訴状の「請求の趣旨」に相当する部分です。何を請求するかの結論を書く部分ですの 

         で、その内容を極力簡潔に、説明抜きで数行程 

度にまとめて記載します。 

② あっせんの場合は「あっせんを求める事項」、仲裁の場合は「仲裁を求める事項」と記載

します。また、「調停を求める。」の部分は、あっせんの場合は「あっせんを求める。」、仲

裁の場合は「仲裁を求める。」と記載します。 

 

【注 8】「瑕疵」（かし）とは、建築物等が通常備えなければならない性質を欠いていることを言 

います。改正民法（令和２年４月１日施行）では、「種類又は品質に関して契約の内容に

適合しない」（契約不適合）という表現に改められました。 
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【注 9】 紛争の問題点及び交渉経過の概要 

① 訴状の「請求の原因」に相当する部分です。 

請求の内容を具体的に説明する部分ですので、争点ごとに申請人の主張及び従来からの 

交渉の経過について必要な範囲で記載してください。 

② 被申請人のみならず、第三者である審査会の委員が十分理解できるように、分かり易く、

できる限り証拠を示して記載してください。 

 

【注 10】工事請負契約書、建築確認通知書等に記載の事項を転記します。 

 

【注 11】申請手数料の額は、10 ページの算出表で計算してください。 

あっせん又は調停の打切りの通知を受けた日から２週間以内に当該あっせん又は調停の目

的となった事項について仲裁の申請をする場合には、次のとおり、当該あっせん又は調停の

事件番号及び当該事件について納めた申請手数料の額を括弧書きで付記してください。 

 

 

 

 

【注 12】 登記事項証明書 

① 当事者が法人である場合は、代表者の代表権を証明するために提出します。法務局（登 

記所）で交付を受けてください。 

   ② 登記事項証明書の種類は、「履歴事項証明書」、「現在事項証明書」、「代表者事項証明書」

のいずれでもかまいません。 

③ 申請人と被申請人の双方又は一方が法人のときは、法人の分全てが必要です。 

 

【注 13】 紛争処理権限を代理人に委任する場合に提出します。 

 

【注 14】 仲裁を申請する場合に提出します。 

 

【注 15】 管轄合意に基づいて申請する場合に提出します。 

 

【注 16】 証拠書類 

① 申請人が提出する証拠書類は「甲」号証とします。なお、被申請人が提出する証拠書類 

は「乙」号証とします。 

② 申請人が提出する証拠書類には、赤書で「甲第○○号証」と一連番号をふってくださ

い。写真集のように数枚で一組になっているものについては、甲第○○号証の 1，2，

………のように枝番号をふってください。 

③ 証拠書類には、号証ごとにページをふってください。 

 

【注 17】 工事請負契約書（写し） 

① 最も基本的な証拠であり、請負契約に関する紛争であることを証明するためにも必要で 

すので、必ず提出してください。 

② 契約書添付の図面等は、請求内容に関係のある部分のみで結構です。 

６ 申請手数料の額 金〇〇〇〇円 

   （うち〇〇年（調）第〇〇号について納めた額 金〇〇〇○円） 
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Ⅵ 答弁書記載例 

 



- 18 - 

 

※ 答弁書は、A4 版、横書き、左とじとしてください。 

提出部数については、11ページを参照してください。 
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【答弁書作成上の注意】 

【注 1】 事件番号を明記してください。 

【注 2】 答弁書を実際に提出する年月日を記載します。 

【注 3】 被申請人の表示 

① 被申請人が個人の場合は、個人名を記載します。 

② 被申請人が法人の場合は、法人名及び代表者の役職及び氏名を記載します。 

③ 代理人が答弁する場合は、その氏名を記載します。 

④ 申請人の親族の名義や、支店長など代表権のない人の名義で答弁するときは、代理人と 

して記載します。（ただし、審査会は、弁護士でない者が代理人となることを認めないこと 

があります。） 

 

【注 4】 被申請人及び代理人の住所及び電話番号を必ず記載してください。 

【注 5】 申請書に記載された調停（あっせん・仲裁）を求める事項について、争うか認めるかを   

 簡潔に記載します。 

【注 6】 申請書に記載された争点ごとに、争うか認めるかを簡潔に記載します。 

【注 7】 被申請人の主張 

① 争点ごとに、被申請人の主張を必要な範囲で記載します。 

② 申請人のみならず、第三者である審査会の委員が十分理解できるように、分かり易く、 

できる限り証拠を示して記載してください。 

【注 8】 被申請人が申請人に反対請求をする場合には、別途申請料を納付して調停（あっせん・仲

裁）の申請をしていただく必要があります。 

この場合二つの事件は原則として併合され、同一の手続の下に審理を進めていくこととな

ります。 

【注 9】 紛争処理権限を代理人に委任する場合に提出します。 

【注 10】 証拠書類 

① 被申請人が提出する証拠書類は「乙」号証とします。なお、申請人が提出する証拠書 

類は「甲」号証とします。 

② 被申請人が提出する証拠書類には、赤書きで「乙第○○号証」と一連番号をふってくだ

さい。写真のように数枚で一組になっているものについては、乙第○○号証の 1，2，…

‥のように枝番号をふってください。 

③ 証拠書類には、号証ごとにページをふってください。 
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Ⅶ 委任状書式例 

 紛争処理の権限を代理人に委任する場合には、次のような「委任状」を添付していただく必

要があります。「委任状」が提出されないときは、代理人が申請することはできません。 

 

【注 1】 親族、会社副社長等、弁護士でない者を代理人とする場合には、その委任理由を記入し

てください。 

【注 2】 被申請人が紛争処理権限を代理人に委任する場合は、「新潟県建設工事紛争審査会、事件

番号（〇〇 年（○）○○第 号事件）に関する一切の権限」と記載します。 

【注 3】 紛争処理の結果、相手方から金銭等の弁済がなされたときに、その受領権限を委任する

場合に記入します。 

【注 4】 被申請人が紛争処理権限を代理人に委任する場合は、この「申請の取下げの件」の条項

は不要です。



 

 


